
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

　　清流の国推進部　デジタル戦略推進課　市町村支援係 電話番号：058-272-1111(内2717)
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予 算 要 求 資 料

令和5年度当初予算

 ＜財源内訳＞

事 業 名 　【新】 市町村DX実証実験推進補助金

(前年度予算額：

（１）要求の趣旨（現状と課題）

本事業では、県内市町村によるデジタル技術（５Ｇ・ＩｏＴ・ＡＩ・ＲＰＡ等）を活用し
た、社会課題の解決や生産性向上を目指す調査・研究及び実証実験に対し、その取組みに
要する経費を補助することで、デジタル技術活用の早期社会実装につなげ市町村のＤＸを
推進する。

コロナ禍で我が国におけるデジタル化の遅れが明確となり、デジタル・トランスフォーメーション
（ＤＸ）への取組みを加速させることが避けられないものとなった。
５ＧやＡＩなどのデジタル技術の進歩により、様々な新事業や新サービスが創造される時代となっ
ている。これらの技術は、人口減少等に起因する労働力不足やコロナの時代における新たな生活様
式への対応など、様々な課題を解決する力を秘めている。
このことを踏まえ、本事業では、県内市町村のデジタル技術を活用した防災・健康・医療・介護、
子育て等の社会課題の解決や生産性向上を目指す調査・研究及び、実証実験を後押しするととも
に、こうした事例を他の分野や地域に横展開させることで、地域社会におけるＤＸを推進してい
く。
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（２）事業内容

２ 要 求 内 容



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

事業内容の詳細

・県内市町村
　2,000千円×5件
　（補助率1/2、上限2,000千円、調査・研究及び、実証実験の実施に
要する経費）

合計

金額

10,000

10,000

３ 事業費の積算 内訳

県費対応

　岐阜県地域公共交通ＤＸ推進事業費補助金（公共交通のＤＸ推進に対する支援）※本事
業の対象は、公共交通分野を除く

「誰一人取り残されないデジタル社会である岐阜県」を目指し、オール岐阜で地域社会の
ＤＸを推進するため、県が県内市町村によるデジタル技術を活用した社会課題の解決や生
産性向上に向けた調査・研究及び実証実験を支援する。

（２）事業主体及びその妥当性

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

（１）各種計画での位置づけ

事業内容

補助金

・自治体デジタル・トランスフォーメーション推進計画（総務省R2.12.25）
2 自治体におけるＤＸの推進体制の構築
（４）都道府県による市区町村支援
3.2 自治体ＤＸの取組みとあわせて取り組むべき事項
（１）地域社会のデジタル化

　　・岐阜県デジタル・トランスフォーメーション推進計画（R4.3）
　　　　第２章　Ⅱ市町村行政のDX支援



■

□

・終期までに何をどのような状態にしたいのか

R3年度
実績

-

R2年度

補助事業の概要 （目的） 市町村のＤＸ推進

（内容） 県内市町村によるデジタル技術を活用した、社会課
題の解決や生産性向上を目指す調査・研究及び実証実験に対
し、その取組みに要する経費に補助を行う。

県 単 独 補 助 金 事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

（事業内容）
補助事業名 市町村DX実証実験推進補助金
補助事業者（団体） 県内市町村

（理由） 市町村によるデジタル技術を活用した、社会課題の
解決や生産性向上を目指す調査・研究及び実証実験に対し、補
助することで、デジタル技術活用の早期社会実装を推進し、市
町村のＤＸ化が期待できる。

デジタル技術を活用した県内市町村における社会課題の解決や生産性向上に向けた実
証事業が行われることで、デジタル技術活用の早期社会実装につなげ市町村のＤＸが
促進されている。

補助率・補助単価等 定率
（内容） １／２
（理由） 社会課題の解決や生産性向上を目指す調査・研究及
び実証実験に対し、その取組の経費の一部を補助するため。

補助効果 県内市町村による積極的な事業実施に寄与

終期の設定 終期令和７年度
（理由） 終期到来時に達成状況や社会情勢等を踏まえて方針
を検討する。

（事業目標）

（目標の達成度を示す指標と実績）

指標名
事業開始前 R4年度 R5年度 終期目標

(R )
①補助件数

- - 5 15

目標 目標 (R7) 達成率

②

補助金交付実績
（単位：千円）

R元年度 R3年度



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

（これまでの取組内容と成果）

令
和
２
年
度

・取組内容と成果を記載してください。

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
３
年
度

令和５年度当初予算にて追加

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
４
年
度

(評価) 　

令和６年度当初予算にて追加

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

(評価) 　

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり（単年度目標100％達成かつ他に特筆できる要素あり）
　２：期待どおりの成果あり（単年度目標100％達成）
　１：期待どおりの成果が得られていない（単年度目標50～100％）
　０：ほとんど成果が得られていない（単年度目標50％未満）

(評価) 　

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　

（今後の課題）

　

（次年度の方向性）


